
【相談日時】 
 

2 月24 日㈭、25 日㈮、28 日㈪ 

※時間は各日とも 10:00～12:00、13:00～16:00 
【会場】 中コミュニティプラザ 2F会議室 

 
3 月2 日㈬、4 日㈮、7 日㈪ 

※時間は各日とも 13:30～16:30 
【会場】 中コミュニティプラザ 1F会議室 

 
  この 6日間のみ代理送信（電子申請）が可能です。 
 

※会場はアクリル板設置等の感染予防対策を実施しています。 

※感染防止のため、お越しの際はマスクを着用してください。 

尚、相談時には以下の書類をご持参ください。 

①前年分の確定申告書・決算書・収支内訳書控 

②決算に必要となる帳簿関係書類 

③国民年金保険料控除証明書、国民健康保険料等の支払

額のわかる領収書・納付書控 

④小規模企業共済掛金控除証明書 

⑤生命保険料・個人年金保険料・地震保険料等の支払(控

除)証明書 

⑥医療費控除を受ける場合は医療費の領収書等 

⑦住宅取得借入金控除を受ける場合の申告関係書類 

⑧源泉徴収税額のある方は源泉徴収票 

⑨その他確定申告に必要な関係書類 

 

納付期限等について 

●申告所得税及び復興特別所得税 

納付期限 3月 15日㈫ 

振替日 4月 21日㈭ 

●消費税及び地方消費税（個人事業者） 

納付期限 3月 31日㈭ 

振替日 4月 26日㈫ 

※振替日はいずれも振替納税をご利用の方のみとなります。 

振替納税を希望される場合はこの機会にご相談ください。 

（担当：金高・本庄） 
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＜低感染リスク型ビジネス枠＞ 

ポストコロナを踏まえた新たなビジネスやサービス、販路拡大の

ための生産プロセスの導入や対人接触機会減少の取組み、及

びその取組みに関する感染防止対策等への投資を支援。 

【補 助 額】 100万円（補助率：3/4） 

【応募〆切】 3月 9日㈬（電子申請） 

※電子申請には「G ビズ ID」が必要ですので、申請希望の事

業者は早期に取得申込をしてください。 （担当：全職員) 

所得税および消費税 
確定申告相談日のお知らせ 

 
 

販路開拓の取組みを支援！ 
持続化補助金の相談はお早めに！ 

 

ビジネスモデルの再構築や新しい事業展開など思い切った事

業転換をする事業所への補助制度「事業再構築補助金」の第

5 次公募が 1 月中に開始される予定です。申請をお考えの事

業所はお早めに相談ください。 

＜以下、前回の公募内容＞ 

【申請条件（売上減少要件）】 

①2020 年 4 月以降の６か月間のうち、任意の３か月の

合計売上高が、コロナ以前（2019 年又は 2020 年１～

３月）の同３か月の合計売上高より 10％以上減少。 

②2020年 10月以降の 6か月間のうち、任意の 3か月の

合計売上高が、コロナ以前の同 3 か月の合計売上高より

5%以上減少。 

※上記を満たさない場合の要件もあり。 

【補助内容】 

・補助額：100万円～従業員数に応じて最大 8,000万円 

・補助率：2/3（6,000万円超は１/２） 

       3/4（緊急事態宣言特別枠の中小企業） 

【補助対象経費】 

・建物費（建物の建築・改修等） 

・機械装置・システム構築費・外注費（加工、設計等） 

・広告宣伝・販売促進費（広告作成・掲載、展示会出展等） 

研修費、技術導入費 等 

    （担当：経営指導員） 

 

新たな事業への挑戦を応援！ 
～事業再構築補助金～ 

 

 

 会員交流ゴルフ大会の参加者を募集しています。会員及びそ

の家族従業員、これから商工会の加入をお考えの方や創業を

計画されている方の参加も大歓迎です。ご参加される場合は、

商工会にご連絡ください。 

【開催日時】令和 4年 2月 12日㈯ 

スタート 8：00（OUT・IN とも） 

※コロナウイルスの感染状況により中止になる場合があります。 

【開催場所】 妙見富士カントリークラブ 

（担当：松田・西尾） 

 

ゴルフを通して会員交流！ 
会員交流ゴルフ大会の参加者募集中！ 

 

 

 

現在 226 者が利用されているホームページサービス「Goope

（グーペ）」。商工会員なら初期費用・月額料金ともに無料に

なるプランがあります。販路開拓の取り組みとして作成されてはい

かがでしょうか。 

作成イメージは実際のページをご覧ください。 

（担当：石塚） 

商工会員限定の無料プランで 
ホームページを作ってみませんか？ 

 

 



 従来からの各種補助金が、来年度に拡充される発表がありま

した。（詳細は補正予算成立後） 

 赤字など業況が厳しい中でも、賃上げや事業規模の拡大など

に取り組む事業者に特別枠を設けるといった内容です。 

 

申請類型 補助上限額・（補助率） 

も
の
づ
く
り
補
助
金 

通常枠 750～1,250万円 

(1/2～2/3) 回復型賃上げ・雇用拡大枠 

デジタル枠(デジタル技術活用) 

グリーン枠(温室効果ガス排出削

減や炭素生産性向上の取組み) 

1,000～2,000万円 

(2/3) 

持
続
化
補
助
金 

通常枠 50万円(2/3) 

成長・分配強化枠 

(賃上げ・事業規模拡大) 

200万円 

(2/3～3/4) 

新陳代謝枠 

(創業者・後継候補者向け) 

200万円 

(2/3) 

インボイス枠 

(転換の際の環境変化支援) 

100万円 

(2/3) 

Ｉ
Ｔ
導
入
補
助
金 

・インボイス制度対応のための

IT ツール(会計ソフト等)導入 

・PC、タブレット、レジ等購入 

IT ツールは 50～350

万円(2/3～3/4) 

PC等は10～20万円 

(1/2) 

事
業
承
継
補
助
金 

事業承継・引継ぎ後の新た

な取り組みに関する設備投

資等 

150～600万円 

(1/2～2/3) 

 意欲的に取り組む事業者に支援の目が向けられていますの

で、挑戦したい方はご検討ください。（担当：経営指導員） 
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各種お問合せ 〒679-1134 多可郡多可町中区茂利 20 

 TEL：0795-32-2161  FAX：0795-32-1699 

 E-mail：shokokai@taka-cho.jp 

 【事 務 局長】 後藤 

 【経営支援課】 本庄・宮内・横畑・松本・杉本 

 【業務推進課】 松田・金高・西尾・石塚・大椿 

 

 

 

商工会は町内でのお買物を推奨しています。 

 

社会保険労務士に無料で相談！ 
労務・助成金の相談は働き方改革相談窓口で！ 

 36 協定（新様式）、就業規則、雇用調整助成金、労働

保険の年度更新など、労務に関することなら何でも結構ですの

で、社会保険労務士による相談（無料）をご利用ください。 

【日程】 1月 27日㈭14時～16時（要予約） 

【場所】 中コミュニティプラザ  

(担当：宮内・松本) 

LINEで経営に役立つ情報をいち早くお届け！ 

 既に400人以上の方に登録いただいています！まだの方は、

こちらの ID又は QR コードからご登録ください。 

多可町商工会登録ＩＤ：@502wkgmb 

 

挑戦したいことがあればご準備ください 

～来年度の補助金情報をお届けします～ 

ALSOK（綜合警備保障㈱）では、街の安心・安全を守る

セキュリティ業務を請け負っていただけるスタッフ、特に自営業の

方を募集されています。 

【業務内容】 機械警備の緊急対処員 

【条件等】 普通自動車免許（自家用車保有者） 

65歳位まで その他応相談 

【問合せ】 綜合警備保障㈱姫路支社セキュリティーサービス部 

担当：北原（℡079-226-0044）平日 9時～18時 

ALSOKのセキュリティスタッフ募集 

地域社会の安全に貢献できる仕事です！ 

 

 

町では事業用で新しく建てた家屋、家屋を建てるために購入

した土地、新規に設置した機械などにかかる固定資産税を軽減

します。 

【対象地域】 加美区（今年度） 

※令和 4年度から多可町全域（予定） 

【対象業種】 

製造業、情報サービス業等（通信サービス、ソフトウェア開

発、データセンター等）、農林水産物等販売業（主に町外在

住者への販売が目的）、旅館業（下宿営業除く） 

【対象資産】 取得価格の合計額が下表で定める額以上のもの 

※土地については、対象となる家屋の敷地となるもので、1 年以

内に対象家屋の建設に着手があった場合のみ 

【対象業種、法人の規模に応じた要件表】 

 

 

 

対象業種 

個人 

法人 

資本金規模 

5千万円 

以下 

1億円 

以下 
1 億円超 

製造業・旅館業 
5百万円 

以上 

5百万円 

以上 

1千万円 

以上 

2 千万円 

以上 

農林水産物等販売

業・情報サービス業 
500万円以上 

【軽減期間】 3年間 

【申請期限】 軽減を受ける年度の前年度の 1月 31日まで 

例）令和 4年度の軽減を受ける場合、令和 4年 1月 31日 

までに申請 

【問合せ】 役場 税務課 ℡32-2386 

町が固定資産税を軽減！ 

対象者は 1月 31日までに申請を！ 

 

令和 3 年度補正予算 補助金 


